
○　放牧の推進

5月13日

5月20日 調査の実施 放牧への取り組み実態及び今後の取り組み方向に関する意向の把握

（対象） 畜産農家 耕種農家、林家等

6月20日 調査結果の回収

マップ及び提供情報の取りまとめ
放牧利用可能地マップ（お見合表）の作成

7月10日

放牧利用拡大ネットワークの設置
耕種・畜産農家連携推進及び放牧仲介行動の検討

取組の斡旋活動（放牧利用拡大ネットワーク）
8月

9月5～8日

10月

11月

12月

18年１月

2月

３月

（実需者リスト）
農家（生産集団）名、放
牧利用希望頭数等

（放牧可能地提供ﾘｽﾄ）
農家（農協）名、利用可
能地提供条件等

（具体的な行動内容）

経営概要、粗飼料需要
量、粗飼料確保状況
（自給、購入）、放牧利
用状況及び今後の取り
組み方向方向

土地（林地）利用状況、
入会地利用の状況、飼
料作物生産の状況、今
後の耕地利用の方向

　
　

（構成員）
地方農政事務所、県、市町村、地域水田農業推進協議会、
農業委員会、農協、農協連、生産者団体、森林組合等、（農
政局）

第１回全国飼料増産行動会議

第２回全国飼料増産行動会議

放牧サミット（９月末頃）

放牧伝道師の育成
（中央畜産研修：9月5日～8日）

平成１７年
度行動計
画の検証

放牧利用可能
地マップ（お見
合表）の活用

都道府県単位で
情報の取りまと
め、マップ作成
（HP等で公表）

農政局→県

全中→県中

市町村
農協

農政局
　県
　県中

市町村
農協

出来るところから
放牧への取り組
みを開始

中産間地域
直接支払の
活用検討

供給・実需
者仲介・斡
旋活動

（利用・供給
契約締結の
推進）

農政局 指導 県

　　県　：市町村間の調整
市町村：農家、地権者間の仲介
　　　　　放牧利用供給契約の締
　　　　　結推進
農協連：農協間調整
農　 協：農家、地権者間の仲介
　　　　　放牧利用・供給契約の締
　　　　　結推進


